
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

指摘事項等への対応

□監査

□決算特別委員会

□県民協働による事業改善

要求からの主な変更点

0 概算事業費（B（A）+C） 0 0 916 686

0 826 619 0

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 23年度 24年度 25年度

H26

概　算

人件費

0.10 0.08

0

0 0 90 67 0

0

目標 成果 達成状況

項目

H25末

（見込）

Aの

財源

当初予算 90

26要求26要求26要求26要求 26予算案26予算案26予算案26予算案 成果目標の達成状況

予

算

額

前年度繰越

67

合計（A) 0 90 67 0

研修への参加

教育委員数

75名 75名

H27

目標

補正予算

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26実施内容

（要求）

目指す姿

現状

市町村教育委員会について、一部で審議が形骸化している、地域住民の意向を十分反映していないという指摘や、学校が閉鎖的で

地域に開かれていないといった指摘がある。

県が関与

する理由

市町村教育委員会の審議が活性化し、地域住民の意向を十分反映できている。また、学校が地域に開かれ、地域住民との話し合い活

動等が活発に行われている。

成果目標：研修への参加教育委員数75名（１ブロック平均25名）

県関与の必要性あり

【左記の説明、根拠法令等】

都道府県教委は市町村教委に対し、教育委員等への講習会や研修に関し、指導や助言を与え、又はこれ

らを主催できるとされている。（地方教育行政の組織及び運営に関する法律第四十八条）

実施期間 H25 ～

困難県民との協働による実施：

事業番号 14 01 01 事業改善シート （26年度実施事業分）　　■当初要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　□点検

事　業　名 市町村教育委員会活性化推進事業費市町村教育委員会活性化推進事業費市町村教育委員会活性化推進事業費市町村教育委員会活性化推進事業費
担

当

課

部局 教育委員会事務局

課・室 教育総務課

総合５か

年計画

プロジェクト  E-mail kyoiku@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

（指摘事項等） （対応）

○研修への参加教育委員数75名（１ブロック平均25名）

90 67 0

（予算案）

研修の実施 直接 ・３ブロック（北信、中信、南信）で１回ずつ開催

合計

H25 H26

（当初）

90 67


